
事例から学ぶ
食品衛生法
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本日の内容

１ 食品衛生法と関連法令

２ 食品衛生法の歴史と

法改正の経過

３ 2018年 法改正の概要

４ ケーススタディー と まとめ

２



本日の内容

１ 食品衛生法と関連法令

２ 食品衛生法の歴史と

法改正の経過

３ 2018年 法改正の概要

４ ケーススタディー と まとめ
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食品にかかわる法令

JAS法＊食品衛生法

食品表示法 景品表示法＊

食品安全
基本法

水道法

と畜場法
食鳥検査法＊

その他

4



法律施行の体系

国

都道府県等

事業者等

法 律

条 例
（各都道府県により異なる）

（全国共通）
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国の行政機関（1府11省1庁）

NHK for school（行政機関） より 6



e-Gov法令検索

https://elaws.e-gov.go.jp/
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食品衛生法

•目的（第1条）

飲食に起因する衛生上の危害を防止

•定義（第4条）

食品とは、すべての飲食物をいう。（医薬品、医薬部外品を除く）

添加物 天然香料 器具 容器包装 食品衛生 営業 営業者

•販売等が禁止される食品等（第6条）

•食品・添加物の基準と規格（第13条）

•総合衛生管理製造過程（旧第14条） → 2018(H30)廃止

•器具・容器包装の規格と基準（第18条）

•報告の要求、臨検、検査、収去（第28条）

8



•登録検査機関（第31条～47条）

•一般衛生管理・重要工程管理のための取組の基準

（第51条） →2018(H30)新設

•営業施設の基準（第54条）

飲食店営業など 32業種 について規定されている

•営業許可（第55条）

•自主回収の届出（第５８条） →2018(H30)新設

•営業許可の取消・営業の禁停止（第60条）

•名称等の公表（第63条）

•罰則（第８１条～８９条）
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厚労省HP（衛生行政報告） より １0

食品営業施設数の推移

そうざい製造業
菓子製造業

魚介類販売業

食肉販売業

乳類販売業

喫茶店営業



知っておきたい法令用語（１）

• 食品衛生監視員

• 食品衛生管理者 食品衛生責任者

• 収去 規格 基準

• 食中毒 感染症

• 営業禁止 営業停止

• 回収命令 自主回収

１１



知っておきたい法令用語（２）

• 期限表示

• アレルギー物質

• 食品 医薬品

• 健康食品

• 特定保健用食品（トクホ）

• 栄養機能食品 機能性表示食品
１２



１３



食品衛生監視員
（食品衛生法施行令 第９条）

•医師、歯科医師、薬剤師 又は 獣医師

•大学等で、医学、歯学、薬学、獣医学、畜産学、
水産学又は農芸化学の課程を修めて卒業した者

•登録養成施設で所定の課程を終了した者

•栄養士で２年以上の食品衛生行政経験者

１４

2.8 % 28.5 %0.1 % 47.5 %

13.9 %

2.5 %

4.7 %

割合は衛生行政報告例（R2年度 厚労省）より算出



食品衛生監視員（第３０条）

• 都道府県知事が任命する

• 食品衛生監視指導計画

• 食品衛生監視員に監視指導を行わせる

食品Ｇメン

１５



監視員証写真

１６



食品衛生管理者
（食品衛生法 第48条）

食品衛生責任者
（施行規則 別表第17）

食品衛生推進員
（食品衛生法 第67条）

１７



食品衛生責任者

・営業者は、「食品衛生責任者」を定めなけれ

ばならない。
（食品衛生管理者が必要な業種を除く）

・調理師、製菓衛生師、栄養士、講習会受講者など

・ 衛生管理を行い、営業者に意見を述べること

１８

（施行規則 別表第１７）



食品衛生管理者 (1)

① 全粉乳（容量1,400グラム以下である缶に収められるもの）

② 加糖粉乳
③ 調製粉乳
④ 食肉製品（ハム、ソーセージ、ベーコンその他これらに類するもの）

⑤ 魚肉ハム
⑥ 魚肉ソーセージ
⑦ 放射線照射食品
⑧ 食用油脂（脱色又は脱臭の過程を経て製造されるもの）

（旧マーガリン・ ショートニング製造業を含む）

⑨ 添加物（規格が定められたもの）

１９

対象業種（施行令第13条）

（法第４８条）



食品衛生管理者 (2)

(1) 医師、歯科医師、薬剤師、獣医師

(2) 大学等において医学、歯学、薬学、獣医学、

畜産学、水産学、農芸化学の卒業した者

(3) 養成施設において所定の課程を修了した者

(4) 高等学校等卒業者、かつ食品衛生管理者を必要
とする衛生管理業務経験 3年以上、かつ、都道府
県知事登録の講習会を修了した者

２０



食品衛生推進員

〇 事業者の自主的な活動を促進

〇社会的信望と熱意と識見を有する方

〇 保健所に協力して、事業者等への相談や助言

２１

（法第６７条）



規格と基準 (1)

食品（添加物）の製造、加工、
使用、調理、保存の方法の標準

（最低限度の規範）
基準

規格
食品（添加物）の純度、成分など
公衆衛生上の最低限度の規範

２２



規格と基準 (2)

１ 食品、添加物等の規格基準

２ 乳及び乳製品の成分規格等

に関する省（乳等省令）

２３



食品、添加物等の規格基準 (1)

第１ 食品
A 食品一般の成分規格

B 食品一般の製造、加工及び調理基準

C 食品一般の保存基準

D 各条

清涼飲料水、粉末清涼飲料、氷雪、氷菓、食肉及び鯨肉、

生食用食肉、食鳥卵、血液、血球及び血漿、食肉製品、

魚肉ねり製品、いくら、すじこ及びたらこ、ゆでだこ、

ゆでがに、生食用鮮魚介類、生食用かき、寒天、穀類、

豆腐、即席めん類、冷凍食品、容器包装詰加圧加熱殺菌食品
２４



食品、添加物等の規格基準 (2)

第２ 添加物

A 通則

B 一般試験法

C 試薬、試液等

D 成分規格・保存基準各条

E 製造基準

F 使用基準

２５



乳等省令

（一）乳等一般の成分規格及び製造の方法の基準

（二）牛乳、特別牛乳、殺菌山羊乳、成分調整牛乳、低脂肪
牛乳、無脂肪牛乳、加工乳の成分規格並びに製造及び保存の
方法の基準

（三）乳製品の成分規格並びに製造及び保存の方法の基準

（四）乳等を主原料とする食品の成分規格並びに製造及び保
存の方法の基準

（五）乳等の成分又は製造若しくは保存の方法に関するその
他の規格又は基準

２６

牛乳 アイスクリーム ヨーグルト

成分規格
製造・保存

の基準



食品安全基本法

① 食品の安全性確保の基本理念
→国民の健康保護が最も重要

② リスク分析の考え方を導入

③ 食品安全委員会の設置等を規定

２７

2003（H15）年施行



食品表示法

食品衛生法 JAS法 健康増進法

○販売の用に供する食品
等に関する表示について
の基準の策定及び当該基
準の遵守（第19条） 等

○食品、添加物、容器包
装等の規格基準の策定
○規格基準に適合しない
食品等の販売禁止
○都道府県知事による営
業の許可 等

○製造業者が守るべき表
示の基準の策定（第19条の
１３）

○品質に関する表示の基
準の遵守（第19条の13の
２）

○日本農林規格の制定
○日本農林規格による格
付け 等

栄養表示基準の策定及び
当該基準の遵守（第31条、
同条の２）

○基本方針の策定
○国民健康・栄養調査の
実施
○受動喫煙の防止
○特別用途食品に係る許
可 等

【目的】
○飲食に起因する衛生上
の危害発生を防止

【目的】
○農林物資の品質の改善
○品質に関する適正な表
示により消費者の選択に
資する

【目的】
○栄養の改善その他の国
民の健康の増進を図る

表
示
関
係

表
示
関
係
以
外

2015(H27).4.1.施行

２８



法令で表示を義務付け

（特定原材料）

卵、乳、小麦、

えび、かに

そば、落花生（ピーナッツ）

（くるみ）

あわび、いか、いくら、オレンジ

キウイフルーツ、牛肉

くるみ、さけ、さば、大豆、

鶏肉、バナナ、豚肉、まつたけ、

もも、やまいも、りんご

ゼラチン ごま カシューナッツ

アーモンド

アレルギー物質の表示

７(8) 品目 21(20) 品目

通知により表示を奨励

２９

2002(H14) ～



３０



３１

食 品 医薬品

医薬品
（医薬部外品

を含む）

特定
保健用
食品

栄養
機能
食品

機能性
表示
食品

いわゆる健康食品

保健機能食品

一般
食品

その他の

健康
食品

個別許可制自己認証制届出制



特定保健用食品
（トクホ）

2022.11.10.現在 許可件数 1062件

健康の維持や
増進に役立つ

機能

• 生理学的機能などに影響を与える保健機能成分を

含む食品

• 消費者庁長官の許可

・認可された食品は特定保健用食品としての

マークと、特定の保健機能について表示できる

• 「血糖・血圧・血中のコレステロールなどを正常に
保つことを助ける」「おなかの調子を整える」「骨
の健康に役立つ」など

３２

個別許可制



栄養機能食品

・特定の栄養素の補給を目的とした食品

・科学的根拠が充分にある栄養機能について表示できる

・一日の摂取目安量（上限・下限量）や摂取上の

注意事項も表示

・国が決めた基準に沿っていれば、

許可や届け等なくして、栄養機能を

表示することができる

特定の栄養素を
一定の基準量

含む食品

３３



機能性表示食品

•２０１５（H27）年からの新制度

•特定保健用食品と同様に保健機能を表示することがで
きる食品

•許可や個別の審査不要

•科学的根拠や安全性などの情報を

事業者の責任で「届け出」

健康の維持や
増進に役立つ

機能

３４
2022.11.10.現在 届出件数 約6017件



３５



３６



１ 食品衛生法と関連法令

２ 食品衛生法の歴史と

改正の経過

３ 2018年法改正の概要

４ ケーススタディーと まとめ

３７

本日の内容



写真提供 広島県 ３８



食品衛生法の制定

1945(昭和20) . 8.15.  終戦

1947(昭和22).12.24.  食品衛生法 制定公布

1947(昭和22). 5.  3.  日本国憲法 施行

３９



食品衛生法制定以前

•明治１１年

アニリン其他鉱属製ノ絵具染料ヲ以テ

飲食物ニ著色スルモノノ取締方

•明治３３年

飲食物其ノ他ノ物品取締ニ関スル法律

警察が取締り業務を実施

主に有毒・有害な飲食物の排除
４０



終戦直後の混乱期

１ メチルアルコール中毒多発
1945年：死者 403名，

重症（失明）55名、軽症111名

1946年：死者 1,841名，

重症（失明）120名，軽症492名

酒不足で危険を承知でメチルアルコールを飲んだ

２ 有害人工甘味料による中毒多発

不純物の多い闇のサッカリン、ズルチンが出回り

中毒患者や死者が出た
４１



1947年～1954年
（昭和20年代）

1951(S26).8.      輸出入食品検査開始（駐在官配置）

1951(S26).12. 乳及び乳製品の成分規格等に関する

省令制定公布

1953(S28).8.      食品衛生法施行令制定公布

乳等省令

４２



もはや戦後ではない・・・

• 1955.6. 調整粉乳によるヒ素中毒事件（死者130名）

→1957.6.  添加物規制強化

・1966. 7.   ズルチンによる食中毒事件（家族６名中死者１名）

→1968.7. 食品添加物から除外

・1969.11.  サイクラミン酸塩（チクロ）

→食品添加物から除外

１年間経過措置後，チクロ含有の缶詰食品等が大量に廃棄処分

（昭和３０年）

（昭和４１年）

（昭和４４年）

４３



2022.6.22.

下野新聞

４４



４５



「食品の製造の過程において食品の加工、保存の目的で、

食品に添加、混和、浸潤その他の方法によって使用する物」

保存料 甘味料 着色料 香料
など

指定添加物 ４７２種類

既存添加物 ３５７種類

天然香料 約６００種類

一般飲食物添加物 約１００種類

４６

食品添加物



食品衛生法の変遷

１ 戦後の混乱期
食品衛生法の制定から体制整備

２ 高度成長期
インスタントから外食、中食へ

３ 昭和から平成・令和へ
規制から自主衛生管理の時代へ

３８回の改正を重ねて現在に至る
４７



2003(H15)年 法改正

1996(H8)年～

2018(H30)年 法改正

４８

腸管出血性
大腸菌

O157
BSE

食品表示
偽装

農薬混入
輸入

やせ薬
無登録
農薬

2001年(H13)

2002(H14)年

営業許可
見直し

HACCP
制度化

リコール
届出

指定外
添加物



法律と同様に運用されてきたもの

１ 衛生規範

２ 食品事業者が実施 すべき

管理運営基準に関する指針

（ガイドライン）

目安・目標

４９



衛生規範

１ 弁当及びそうざい (1979(S54).6.)

２ 漬物 (1981(S56).9.)

３ 洋生菓子 (1983(S58).3.)

４ セントラルキッチン、カミサリーシステム
(1987(S62).1.)

５ 生めん類 (1991(H3).4.)

2021(R3).5.  廃止

HACCPの制度化により

５０

目安・目標



自主衛生管理の象徴

1978(S53).11.    都内結構式場でコレラ発生

輸入冷凍ロブスター？ → 原因食品特定できず

1979(S54).6.   弁当そうざいの衛生規範 制定

自主衛生管理の時代へ

５１



臨検検査・収去 (第２８条）

必要な限度において、無償で収去させることができる

これまで衛生規範を根拠に収去検査

今後の行政対応に課題
５２



食品の日付表示変更

1995(H7).4.
「製造年月日」表示 から「期限」 表示へ

消費期限

品質保持期限

賞味期限

事業者の責務

2003（H9）.7.～

５３



５４



総合衛生管理製造過程承認制度

1995(H7).5.    食品衛生法改正

５５



法律に

初めてHACCPを取り入れた制度

HACCP支援法（1998(H10)～2023.6.）

食品の製造過程の管理の高度化に関する臨時措置法

５６

施設面
重視

難解

HACCP



承認施設で大規模食中毒事件 (1)

2000(H12)年６月

５７

・原因食品 低脂肪加工乳 など

・患者数 14,780名

・原因 脱脂粉乳 (北海道内の工場で製造)

（黄色ブドウ球菌エンテロトキシンA型）



承認施設で大規模食中毒事件 (2)

2003(H15).5.～ 更新制度の導入

2021(R3).6. 制度の廃止

10 ～48℃を避ける等

５８

2002(H14).12.～ 乳等省令の一部改正



腸管出血性大腸菌 O157

1996(H8).5～8.   

集団食中毒が多発

①岡山県（死者２名）

②広島県 愛知県 東京都

③大阪府堺市

オー

５９



６０



大阪府 堺市

患者数 約９５００名 死者 ３名

と畜場法施行規則の大幅改正

かいわれ大根？

６１

1996(H8).7.～



•1999(H11).4.    伝染病予防法 から 感染症予防法 へ

→赤痢，コレラは２類感染症に

→腸管出血性大腸菌は３類感染症に (2006(H18))

・1999(H11).12. 食品媒介感染症の概念の導入

→食中毒事件票改正

「伝染病（感染症）」と「食中毒」

食品媒介感染症 は 食品衛生の部門で扱う

６２



2000(H12).9.    一口ステーキで食中毒

神奈川県ほか3県で発生

テンダリング（筋きり） タンブリング（味付け）

→ 肉の内部にO１５７が浸透した

テンダリング，タンブリング処理した場 合は，中心部まで

加熱処理が必要である旨の表示を義務付 け (2000(H12).11.～)

腸管出血性大腸菌 O157

６３



2001(H13).1.    角切りステーキによる食中毒

滋賀、富山、奈良のチェーン店

テンダライズ処理 DNAパターン一致

腸管出血性大腸菌O157などによる食中毒の多発により

2003(H15)年の法改正へ

腸管出血性大腸菌 O157

６４



2003(H15)年 法改正に至る主な事件

1996(H8)年～

６５

腸管出血性
大腸菌

O157
BSE 食品表示

偽装

農薬混入
輸入

やせ薬
無登録
農薬

2001年(H13)

2002(H14)年

指定外
添加物



BSE（牛海面状脳症） (1)
(Bovine Sponjiform Encepharopathy)

• 1996(H8).3.    英国でBSE問題発生（プリオン病）

→日本にBSEは入ってこないという安全神話があった

•2001(H13).9.   国内初 BSE発生確認

肉骨粉狂牛病

６６

約１ケ月間
牛と畜全面ストップ



BSE（牛海面状脳症） (2)
(Bovine Sponjiform Encepharopathy)

2001(H13.10.18.) 全頭検査開始
「特定危険部位」 の除去

H17.8.～ 検査対象 ２１か月令超

→事実上 全頭検査 継続

H25.4.～ 検査対象 ３０か月令超

H25.7.～ 検査対象 ４８か月令超

2017(H29.4.) 健康牛のBSE検査が廃止

H21.1.までに国内で３６頭のBSE感染牛が発見された
（死亡牛１４頭を含む）

６７



2001(H13).9.   国内初 BSE発生確認
→国内と畜場で牛のと畜停止

全頭検査前の国産牛肉買い取り事業

（農林水産省）

牛肉産地偽装事件が相次いで発覚

→次第にBSEとは関係ない産地偽装へと波及

６８

BSE（牛海面状脳症） (3)
(Bovine Sponjiform Encepharopathy)



食品表示偽装事件

BSEと関係ない食品の不正表示事件が

連鎖的に発覚 (2001(H13)～)

鶏肉の産地偽装 輸入品を国産と表示 など

社会的な不信感を増幅

食品衛生法の罰則強化
６９

（2003(H15).5.法改正）



2003(H15)年 法改正に至る主な事件

1996(H8)年～

７０

腸管出血性
大腸菌

O157
BSE 食品表示

偽装

農薬混入
輸入

やせ薬
無登録
農薬

2001年(H13)

2002(H14)年

指定外
添加物



中国産冷凍ホウレンソウ
（クロルピリホス）

• 2002(H14).3.   

民間団体の検査で中国産の冷凍ほうれんそうから

規格基準を超えるクロルピリホスを検出したとの報道。

その後も各地で検出事例が相次ぐ。

輸入自粛

ポジティブリスト制へ (2003年法改正)

残留農薬

７１



指定外食品添加物の使用問題
（肉まん）

• 2002(H14)5.～6.

•肉まんや台湾産飲茶から指定外食品添加物 TBHQ

（トリブチルヒドロキノン＝酸化防止剤) 検出

•香料などの原材料に指定外添加物の使用が内部告発で
明らかに

•安全性に問題で.はなく、あくまで違法行為であること
及び消費者に対する信用の問題

７２



個人輸入やせ薬問題
（健康食品）

2002(H14).7.

ダイエット用健康食品による死亡事例の発生
→ダイエット食品を個人輸入等の方法により購入、服用

肝障害など

多くのダイエット食品に甲状腺末などの

医薬品成分が含有されていることが判明

ダイエット用健康食品による

健康被害が全国的な問題に
７３

特定の国から
輸入したもの



無登録農薬（ダイホルタン）

2002(H14).7.

無登録農薬を販売して農薬取締法及び毒物劇物

取締法違反で販売業者が逮捕（山形県）

無登録農薬（１０種類）が44都道府県で販
売、約4千戸の農家で購入されていた

出荷停止や、風評被害 など
７４



1996(H8)年～

７５

腸管出血性
大腸菌

O157
BSE

食品表示
偽装

農薬混入
輸入

やせ薬
無登録
農薬

2001年(H13)

2002(H14)年

2003（H15）年
法改正に至る主な事件

指定外
添加物

再掲



法の目的 改正

2003年８月２９日～

飲食に起因する衛 生上の危害の発生防止

→ 公衆衛生の向上及び増進に寄与

改正前

食品の安全性を確保することにより

国民の健康の保護を図ることを明確した

７６

改正後



2003（H15）.5.
食品衛生法 改正内容

<事業者の責務>

仕入元の名称等の記録の作成・保存に努める

遡り調査

７７



2003（H15）.5.
食品衛生法 改正内容

①法の目的見直し

②事業者の責務

③農薬等へのポジティブリスト制導入

④安全性に問題のある既存添加物の使用禁止

⑤監視指導計画、輸入食品監視指導計画の策定

⑥食中毒事故への対応の強化

⑦罰則の強化

⑧指定検査機関制度、食品衛生管理者の養成施設及び講習会

→ 指定制から登録制へ

⑨更新制度の導入（総合衛生管理製造過程承認制度）

７８



食品安全基本法の制定 (１)
2003(H15).5.～

①国、地方公共団体の責務

②事業者の責務

③消費者の責務

・知識・理解の促進 ・施策への意見表明

食品安全委員会の設置

７９

「リスク分析」の概念が導入された

消費者の責務が明確に規定された



食品安全基本法の制定 (２)
2003(H15).5.～

＜背景＞

国内で食の安全を脅かす事件が相次いだ

①ヒ素ミルク事件

②低脂肪乳による大規模食中毒事件

③BSE問題 ④無許可食品添加物の使用

⑤産地の偽装表示 ⑥残留農薬事案

基本理念

国民の健康の保護が最も重要
８０



食品安全委員会HPより ８１



2003(H15)年 法改正以降

ノロウイルス

腸管出血性大腸菌

キーワード

2018(H30)年 法改正へ

８２



2003(H15)年 法改正

1996(H8)年～

2018(H30)年 法改正

８３

腸管出血性
大腸菌

O157
BSE

食品表示
偽装

農薬混入
輸入

やせ薬
無登録
農薬

2001年(H13)

2002(H14)年

営業許可
見直し

HACCP
制度化

リコール
届出

指定外
添加物



2006年

2011年

2012年

８４



2006年

2011年

2012年

８５



2010(H22)年2月6日 毎日新聞

８６



2010(H22).1.27.報知新聞

８７



大量調理施設衛生管理マニュアル

2006(H18) .12. 

ノロウイルス大流行

７５℃１分以上

1997(H9).3.～

2012(H24).12.

ノロウイルス大規模食中毒

８５℃～９０℃９０秒以上*

８８

1997(H9) . 3. 

８５℃１分以上*

加熱条件（中心温度）

＊ノロウイルス汚染のおそれのある食品の場合



生食用食肉の規制

2011(H23).9.～10    生食用食肉の規格基準・表示基準
①食肉の生食は食中毒のリスク

②高齢者等、抵抗力の弱い者は食肉の生食を控えるべき

2011(H23).4.～5.  ユッケによる食中毒事件 死者５名

（O１１１及びO１５７）

→生食用食肉の処理基準は目標基準であった

2012(H24).7. 生食用牛生レバーの提供禁止

2015(H27).6. 生食用豚生レバーの提供禁止

８９



H24.6.28.  毎日新聞

９０



2012(H24).6.12.   毎日新聞 ９１



2012(H24).３.17.   日本経済新聞

９２



９３

食中毒による死者数の推移

総務省統計HPより

１９６５１９４５



９４

白菜浅
漬け

ゆかり
あえ

堺市

ユッケ

食中毒による死者数の推移

宇都宮市



腸管出血性大腸菌O157 (1)

•2012(H24).8.      白菜浅漬けで食中毒

（死者８名 患者数169名）

•2014(H26).7.      冷やしキュウリで食中毒

（患者数510名）

花火大会の屋台で販売

漬物の衛生規範
が改定

９５



腸管出血性大腸菌O157 (2)

• 2016(H28).8.   きゅうりのゆかり和えで食中毒
（死者10名）

→高齢者等への生野菜等の殺菌を明記

• 2016(H28).11.     冷凍メンチカツで食中毒
（そうざい半製品）

（患者数67名）

• 2017.7～9.  小規模散発事例が多発
後に同一遺伝子型と判明

→ 国が広域発生として把握できず

大量調理施設衛生管理
マニュアルが改定

2017(H29).6.

注）「冷凍食品」と「冷凍した食品」

広域散発事例を把握できるよう 2018法改正 に反映
９６



９７



食品事業者が実施すべき

管理運営基準に関する指針
（ガイドライン）

HACCP導入型基準

2004(H16).5.

注）原則、施設設備の変更まで求めるものでないことを明記

2018(H30).5. 廃止 施行規則に移行

2014(H26).5.

ガイドライン策定

９８



食品表示法の施行

2015(H27).4.   機能性表示食品制度の創設

９９



本日の内容

１ 食品衛生法と関連法令

２ 食品衛生法の歴史と

法改正の経過

３ 2018(H30)年 法改正の概要

４ ケーススタディーと まとめ

１００



2018(H30)年 法改正の概要

１ 広域的な食中毒事案への対応強化

２ HACCPに沿った衛生管理の制度化

３ 特別の注意を必要とする成分等を含む食品

による健康被害情報の収集

４ 国際総合的な食品容器、容器包装の衛生規制

の整備

５ 営業許可制度の見直し、営業届出制度の創設

６ 食品リコール情報の報告制度の創設

１０１



２ HACCPに沿った
衛生管理の制度化

① HACCPに基づく衛生管理
→コーデックスの７原則に基づく衛生管理

② HACCPの考え方を取り入れた衛生管理

→手引書を参考に簡略化されたアプローチで衛生管理

すべての事業者が「衛生管理計画」を作成する必要がある
１０２



① HACCPに基づく衛生管理

 ＨＡＣＣＰチームの編成

 製品仕様書の作成

 意図する用途及び対象となる消費者の確認

 フローダイアグラムの作成

 フローダイアグラムの現場確認

手順６ （原則１）  危害要因分析

手順７ （原則２）  重要管理点（ＣＣＰ）の決定

手順８ （原則３）  許容限界（ＣＬ）の設定

手順９ （原則４）  モニタリング方法の設定

手順１０ （原則５）  是正措置の設定

手順１１ （原則６）  検証方法の設定

手順１２ （原則７）  記録と保存方法の設定

Ｈ
Ａ
Ｃ
Ｃ
Ｐ
プ
ラ
ン
の
作
成

HACCP導入のための７原則１２手順

手順１ 危
害
分
析
の
準
備

手順２

手順３

手順４

手順５

１０３



①一次原料
②施設設計・設備
③食品取扱い
④保守・サニテー
ション
⑤食品搬送
⑥個人衛生
⑦製品情報・消費
者意識
⑧教育・訓練

（CODEX）

１０４



② HACCPの考え方を
取り入れた衛生管理

１）衛生管理計画書* の作成
（手引書を参考に）

２）計画書に基づく実施

３）確認と記録

４）振り返りと見直し

PDCA
１０５



各種手引書（厚労省HP掲載）

• 飲食店

• 食品添加物製造

• 機械製乾麺・手延べ干しめん

• 納豆製造

• 漬物製造

• 豆腐類製造

• 米粉等製造

• 魚肉ねり製品製造

• 生めん製造

• スーパーマーケット

2022年6月30日現在

・しょうゆ製造

・清涼飲料水

・パン類製造

・容器詰加熱殺菌食品（低温殺菌）

・冷蔵倉庫業

・菓子製造

・食酢製造

・蒟蒻製造

・氷雪製造

・干し芋 その他100種以上

１０６



営業許可の判断基準（要件）に
衛生管理計画は含まない

立入検査や 営業許可の更新等の際に
衛生管理計画の作成や実施がなされて
いるか監視指導する

HACCP に沿った衛生管理の制度化に関するＱ＆Ａより

認証取得の必要
はありません

１０７



HACCP継続のポイント

★ 完璧なHACCPプランを目指さない（初期）

★ PDCAサイクル で改訂を重ねていく

→実効性の向上

★ 記録することに大きなハードル

★ 従事者教育がカギを握る

１０８



営業許可制度の見直し

１０９



１１０



１１１



１１２



１１３



１１４



営業規制の経過措置に関するQ＆Aより

一施設一許可を原則

（R1.12.27.生食発1227第2号）

１１５



食品リコール情報の報告制度

１１６



１１７



１１８



食品安全規格の動向

１１９



GFSI承認スキームの活用が
世界的に広がる

食品等事業者を会員とする

世界的な業界団体

GFSI

欧米等の大手小売事業者や大手製造事業者が中心

１２０



•商品の安全性や信頼性を確保するため

•取引先の監査を肩代わりするものとして活用

中立な第三者による認証・適合性確認が必要となった

目 的

（食品安全の世界的な規制の必要性を共有）

１２１



ＧＦＳＩ承認スキーム（規格）

・JFS
・ASIAGAP
・FSSC 22000
・SQF
・IFS International Featured Standards
・Global Red Meat Standard
・BRC GLOBAL STANDARD
・CanadaGAP
・GLOBALG.A.P.
・Global Aquaculture Alliance Seafood
・PrimusGFS Standard
・CHINA HACCP(※)
・USDA AMS GAP+(※)
・CANADIAN GRAIN COMMISSION'S CGC HACCP AND 
CIPRS+HACCP(※)
(※)は、政府認証規格技術的等価承認

１２２



GFSI の設立
(Global Food Safety Initiatives)

•２０００（H12）年５月

•世界的に事業展開する食品事業者団体

（TCGF）の下部組織として発足

The  Consumer  Goods Forum
（TCGF)

世界約７０か国 ４００社
製造メーカー、小売り業者等の国際組織

日本から８０社参加
（味の素 イオン キリン など）

１２３



〇 テーマ ： 「食料の安全や食文化」

〇 和食に使用する日本製の鰹節

→発がん性物質が含まれるとして輸入禁止

〇 政府間交渉で特例として万博期間中だけ許可

〇 ＧＦＳＩが認めるグローバルスタンダードの認証

を保有していない

ミラノ万博 (2015年）

１２４



〇 水産工場の認証取得状況（国内）

中国、ベトナムに比べ 1／１０以下

〇 欧米諸国から要望

「オリ・パラ選手村では、 国際的な食品安全

規格を有してものを使用して欲しい」

当時の国際食品認証の状況

１２５



〇 2020(R2).4. 

農林水産物・食品輸出本部設置（農水省）

〇 戦略８品目 : 

水産物、加工食品、米、米加工食品、

青果物、牛肉、茶など

〇 農林水産物 輸出目標額

2025年 ２兆円

2030年 ５兆円

日本の国家戦略

１２６



１２７



１２８



2022.5. 農水省資料より １２９



１３０



JFSM の設立
（日本食品安全マネジメント協会）

Japan Food Safety Management Association

•２０１６ (H26) 年１月

•大手食品事業者１８社 有識者２名

日本発 独自の認証スキーム発行

2018(H30).10. GFSI承認（JFS-C)

１３１



１３２



JFS 認証適合施設数

JFS C １０４

JFS B ２，０３０

JFS A ３２

2022(R4).11.19.現在

１３３＊ 導入にあたっては費用対効果を十分検討を



１３４



食品の輸入・輸出と食品衛生法

１３５



食品の輸入と食品衛生法

食品衛生法
（日本）

食肉

冷凍食品

健康食品 食塩

チーズ

ワイン

１３６



違反事例

・ワイン 使用基準不適合 （二酸化硫黄）

・食塩 指定外添加物検出（ヨウ素使用）
（Pink Salt)

・健康食品 指定外添加物検出（サイクラミン酸）

厚労省HP  輸入食品等の食品衛生法違反事例より抜粋 １３７



１３８



食品の輸出と食品衛生法

１３９



食品の輸出と食品衛生法

食品安全マネジメント規格
FSSC/SQF/BRCなど

食品衛生法
（日本）

輸出認定要綱
（USA/EUなど)

食肉・水産食品

１４０



１４１



１４２



５つの自由

アニマルウェルフェアを目指すときの

世界共通の考え方

（１）飢え、渇き及び栄養不良

（２）恐怖及び苦悩

（３）物理的及び熱の不快

（４）苦痛、傷害及び疾病

（５）通常の行動様式を発現する自由
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からの自由

１４３



１４４



１４５



１４６



１４７



１４８



学校給食と食品衛生法

１４９



給食施設

学校給食施設 その他の給食施設

文部科学省 厚生労働省

小中学校 幼稚園

私立学校

病院社員食堂

老健施設

１５０



8.6%

17.6%

H30年度 学校給食実施状況調査（文科省）より抜粋 １５１



学校給食の特徴

・規模 超大規模 から 小規模まで

（単独調理、共同調理 など）

・対象者 特定の年齢層 （主に小・中学生）

（利用者がほぼ同一）

・管理体制 H17～栄養教諭制度

１５２



食中毒事例 (1)

１５３



食中毒事例 (2)

１５４



食中毒事例 (3)

１５５



食中毒事例 (4)

１５６



１５７



１５８



食物アレルギー対策 (1)

② 教育委員会等はガイドラインを参考に

学校や調理場等における食物アレルギー

対応の方針を定める

① 学校のアレルギー疾患に対する取り組み

ガイドライン（H20年(公財)日本学校保健会）

文科省監修

１５９



食物アレルギー対策 (2)

③ 調理施設は、ガイドライン及び教育委員会等が定める

方針を踏まえて、学校内や調理場における 対応マ
ニュアル等を整備する

原因食物の 「完全除去対応」 が原則

１６０

現場
まかせ



法令で表示を義務付け

（特定原材料）

卵、乳、小麦、

えび、かに

そば、落花生（ピーナッツ）

（くるみ）

あわび、いか、いくら、オレンジ

キウイフルーツ、牛肉

くるみ、さけ、さば、大豆、

鶏肉、バナナ、豚肉、まつたけ、

もも、やまいも、りんご

ゼラチン ごま カシューナッツ

アーモンド

アレルギー物質の表示

７(8) 品目 21(20) 品目

通知により表示を奨励

１６１



学校給食施設の現状と課題 (1)

今後の学校給食における

食物アレルギー対応について

H26.3. 調査研究協力者会議 最終報告

１６２



学校給食施設の現状と課題 (2)

・文科省において指針を作成すべき

・調理場の整備や人員を配置しないまま

対応しているケースがある

１６３



学校給食施設の現状と課題 (3)

・調理施設の整備状況は ばらつき が多い

専用調理室 8.5 %

専用調理コーナー 15.9 %

必要時にスペース確保 54.1 %

特別な配慮なし 14.6 %

アレルギー対応を行っている調理場の整備状況

１６４



学校給食施設の現状と課題 (4)

・食物アレルギー対応が困難な理由

曖昧な対応方針 18.3 %

曖昧な責任の所在 18.1 %

・疑問のある対応も多い

・情報共有やチェック機能に課題がある
１６５



学校給食衛生管理基準に基づく

１６６

2005(H17)～



学校給食の衛生管理基準

HACCPの考え方に基づき

単独調理場、共同調理場、受配校の施設 及び

設備、食品の取扱い、調理作業、衛生管理体制等

について実態把握に努め、

第1 総則より抜粋 １６７



学校給食の衛生管理基準

衛生管理上の問題がある場合には、

学校医 又は 学校薬剤師

の協力を得て速やかに改善措置を図ること。

第1 総則より抜粋
１６８



学校医

学校保健安全法（施行規則）

1）学校保健計画および学校安全計画の立案に参与すること
2）学校の環境衛生に関する必要な指導と助言
3）健康相談
4）保健指導
5）定期健康診断および臨時健康診断
6）その事後措置に基づく疾病予防の処置等
7）感染症および食中毒に関する指導・助言および予防処置
8）校長の求めにより救急処置に従事すること
9）区市町村教育委員会および学校の設置者の求めによる就学時の健康

診断、職員の健康診断に従事すること
10）その他、学校健康管理に関する指導（健康教育を含む）に従事

すること

東京都医師会HPより １６９



学校薬剤師

•学校薬事衛生
（薬品類の使用・保管 など）

•学校環境衛生
（飲料水・プール・換気・採光・照明 ・衛生害虫など）

•健康相談 保健指導

日本薬剤師会HPより
１７０



学校給食衛生管理基準に
今後必要なこと

① 責任体制の明確化

② 実効性のあるHACCPの導入

③ 大規模化する施設対策

④ 実効性あるアレルギー対策

１７１



本日の内容

１ 食品衛生法と関連法令

２ 食品衛生法の歴史と

改正の経過

３ 2018年法改正の概要

４ ケーススタディー と まとめ

１７２



食品安全委員会に関する記述です。
正しいものを１つ選べ。

① 農林水産省に設置されている。

② 食品衛生法に基づいて設置されている。

③ 食品に含まれている有害物質のリスク管理を行う。

④ 食品添加物の一日摂取許容量（ADI)を設定する。

⑤ リスクコミュニケーションには参加しない。

第35回管理栄養士国家試験問題から １７３



食品安全基本法の制定 (１)
2003(H15).5.～

①国、地方公共団体の責務

②事業者の責務

③消費者の責務

・知識・理解の促進 ・施策への意見表明

食品安全委員会の設置

「リスク分析」の概念が導入された

消費者の責務が明確に規定された

１７４



食品安全委員会HPより １７５



2018(H30)年法改正で制度化された
HACCPで正しいものを１つ選べ。

① 事業者は何らかの認証を取得する必要がある。

② HACCPに対応するには、最新の施設・設備が必要
である。

③ HACCPチームのメンバーは、HACCPに関する国家
資格が必要になった。

④ 総合衛生管理製造過程の承認制度と各種衛生規範は
廃止された。

⑤ 小規模な食品事業者は、手引書に記載されたとおり
に記録するだけでよい。

１７６



惣菜店が原因のO-157食中毒

●埼玉県、群馬県の同じ系列の惣菜店で購入したポテ
トサラダを食べ、腸管出血性大腸菌（O-157）に感染
した事件。

●その後、ポテトサラダを食べておらず、コールスロ
ーサラダ、マリネなどの惣菜を購入者にも感染者がい
た事が判明。

●保健所は惣菜店が原因の食中毒と断定した。
●9人全員が11日に惣菜を購入。店内ではトングが使
いまわされていた。

事例概要

１７７

2017(H29).8.



きざみ海苔による給食の集団食中毒

●2017（平成29）年2月, 立川市立小学校7校において、ノ
ロウイルスによる集団食中毒が発生した。

（児童1,019名、教職員79名の、計1,098名が感染）

●原因食材は、「キザミのり」で、仕入れ先に保管されて
いた同じ賞味期限の未開封製品15検体のうち、4検体から
ノロウイルスが検出された。

●当該「キザミのり」及び患者7名の糞便並びに1名の吐物
から検出したノロウイルスの遺伝子配列検査を実施したと
ころ、一致した。

●キザミのり加工所のふき取り検査の結果、8検体（トイ
レ周辺、裁断機）からノロウイルスを検出し、遺伝子型が
一致した

東京都 及び 大阪市ホームページ より

事例概要

１７８



廃棄物処理法違反事例

●2016年、カレーチェーン店の廃棄カツが横流しされた事
件。

●廃棄物の処理を肩代わりさせられたなどとして、8月30日
、委託先の産業廃棄物処理業者に約2000万円の損害賠償を
求めて名古屋地裁に提訴した。

●産廃処理業者は廃棄処分を請け負った冷凍ビーフカツ約６
万３０００枚を処分したと虚偽報告し、委託料約
２８万円を詐取したとする詐欺罪などで起訴され、名古屋地
裁で懲役３年、執行猶予４年、罰金１００万円の有罪判決を
受けた（その後確定）。

事例概要

１７９



2020(H24).6.23. MSN産経ニュース １８０



食品安全委員会HPより
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１８１



１８２



HACCP制度化
本当の意味するところは・・・

•事業者責任の強化（明確化）

•監視指導方法の見直し

１８３



監視指導も変わります

○ ハード面からソフト面重視

○ 記録重視

○ 実効性の重視

→根拠ある「衛生管理計画」

１８４



保健所（食品衛生監視員）の
お墨付きがほしい・・・

PDCAサイクルで

バージョンアップ
が必要

定期的に

衛生管理計画は

１８５



法令遵守の意味が変わる

○ 食品衛生法の目的

→規制や措置によって食品による健康被害を防ぐ

法令による一律規制では困難に

○ 個別リスク管理の時代へ

→リスクは（同じ製品でも）事業者や工程ごとに異なる

（自分で考えて対策を実施する必要がある）

より事業者の責務が問われる時代になった

１８６



食品衛生監視票も
変わります

旧：主に一般衛生管理

新：衛生管理計画 手順書 記録 検証 など

R3.3～

HACCPに沿った衛生管理の内容を反映

１８７



消費者の役割も重要に・・・

○ 健康食品ブーム

○ 食品にゼロリスクはありえない

○ メディアテラシー

○ 食育の重要性

→これまでは健康増進法で細々と対応してきた

→食育基本法（２００５年）

→農水省も本腰に

１８８



SDGｓと食品関係法令

•自主回収の多発

•食品ロス削減

消費者庁通知(R3.2.26.)

→過剰な回収（食品ロス）防止へ

１８９



監視指導の平準化

○ 施設基準

→厚生省令で統一的な基準が示された

○ 監視指導

→根拠ある指導の徹底（厚労省通知）

○ HACCPに沿った衛生管理

→手引書の活用

１９０



罰 則（一部抜粋）

① ３年以下の懲役又は300万円以下の罰金
行政処分違反、販売を禁止された食品等の販売 ほか

② ２年以下の懲役又は200万円以下の罰金
無許可営業、規格基準・表示基準違反 ほか

③ １年以下の懲役又は100万円以下の罰金
施設基準違反 ほか

④ ５０万円以下の罰金
臨検検査、収去の拒否 ほか

１９１



食品衛生法

１９２

の

今 後



HACCP の定着

１９３



実効性の追求

１９４

•PDCAサイクルの実施

•従業員教育



ご清聴
ありがとうございました

１９５
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